
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。

(3)特記事項
平成16年10月1日に「甲賀市」が誕生したため、以前の数値については表示していません。

甲賀市では極めて厳しい財政状況にあることから、独自の削減措置等に取り組んでいます。

①　市長及び副市長の給与の削減

市長 給料の10％減額 千円

副市長 給料の8％減額 千円

（注）　平成22年度は、給料の減額に加え、期末手当の減額を次のとおりします。(市長・副市長　20％減額）

②　議員報酬の削減

③　職員給与の削減

管理職手当の15％減額

現給保障給の100％減額

管理職手当の13％減額

現給保障給の100％減額

管理職手当の10％減額

現給保障給の100％減額

その他の職員 現給保障給の30％減額

（注）　平成２２年度は、上記の管理職手当の減額と現給保障給を廃止し、期末勤勉手当の減額をします。

④　諸手当の見直し

年末年始手当の見直し（平成２１年度実施）

期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

20年度

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

5,608 6,215

給与費 B/A

（参考）類似団体平均

2,910,657 473,938

給　 料 職員手当

千円 千円

813

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

1,175,034 4,559,629

職員の区分 内　　　容

20.0

20年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

473,946 6,486,50392,659

区　　分

甲賀市の給与・定員管理等について

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

　　　　　　　　　　　％

19.9

職員数

　　　　　　Ａ

32,487,466

人　

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（20年度末）

（参考）実 質 収 支

１9年度の人件費率

人 件 費

　　　　　　Ｂ

一人当たりの年間削減額 期　　　間

平成21年4月1日

～1,080

平成22年3月31日

平成21年4月1日

～

平成22年3月31日

720

区　　　分

議員報酬から7,000円を減額

議員報酬から10,000円を減額議長

副議長

平成21年4月1日～平成21年10月31日

平成21年12月1日～平成22年3月31日

〃

内　　　容 期　　　間

〃

〃

内　　　容 期　　　間

議員

職員の区分

部長級・次長級

課長級

議員報酬から5,000円を減額

課長補佐級

平成21年4月1日～平成22年3月31日

〃

〃
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（4） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成21年4月1日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には通勤手当、時間　　　
　　　　外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同
　　　　じベースで再計算したものです。
　　　３　以降の職種についても同様です。

　　②技能労務職

参　考

(A) (B)

歳 人 円 円 円 ―

歳 人 円 円 円 歳 円 134.0

歳 人 円 円 円 歳 円 118.1

歳 人 円 円 円 歳 円 101.9

歳 人 円 円 円 ―

歳 人 円 円 ―

歳 人 円 円 円 ―

円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。(平成18～20年の３ヶ年平均）

391,770

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも
　のではありません。
※年収ベースの「甲賀市（Ｃ）」および「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員
　においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値で
す。

うち 清掃 職員 4,897,310 4,156,100 117.8

うち学校給食員 4,908,454 3,462,000 141.8

う ち 用 務 員 4,648,331 3,027,000 153.6

区　　分

参　　　考

年収ベース(試算値)の比較

甲賀市(Ｃ) 民間(Ｄ) Ｃ／Ｄ

技能労務職 ― ―4,754,264

― ―

― ―316,819 305,718 ―類似団体 48.9 57 293,863

―

国 49.2 4,429 285,548 ― 322,737 ―

380,669 365,125 ― ―

調理師 42.0

廃棄物処理業従業員 44.2 299,900

294,773

3 263,013 305,459 286,680

用務員 54.9 214,000

254,900

う ち 用 務 員 54.4 28 275,939

Ａ／Ｂ
（国ベース）

甲賀市 52.10 69 280,819 293,147 286,907 ― ―

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

275 336,056

民　　間

平均給与月額 対応する民間
の類似職種

平 均 年 齢
平均給料月額

―

286,786 282,228

滋賀県 51.5

国 41.5

甲賀市

平均給与月額

387,715

449,39243.5 348,016

うち学校給食員 52.10 24 290,170

類似団体

300,961

う ち 清 掃 職員 48.10

333,65043.7

滋賀県

区　　分

公　　務　　員

平均年齢 平均給料月額

325,031 352,748

390,962

360,983387,832

42.0

平均給与月額

（国ベース）

区　　分

325,521 －
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　　③（幼稚園）教育職職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　④福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

(2) 職員の初任給の状況（平成21年４月１日現在）

円 円 Ⅱ種 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（21年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円福　祉　職

技能労務職 ―

大　学　卒

大　学　卒

中　学　卒

短　大　卒

大　学　卒

高　校　卒

区　　　　分

高　校　卒

220,300 273,900

300,890

―

短　大　卒

250,000

223,371

福　祉　職

経験年数１０年

一般行政職

―

351,818

一般行政職

（幼稚園）教育職

技能労務職

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

149,800

303,000

261,150

――

区　　　　　分

―121,600

137,200

172,200

―

国

172,200

140,100140,100

（国ベース）

379,977

347,655

133,100

144,500

316,871 360,094―

滋　賀　県

178,800

43.2

経験年数１５年 経験年数２０年

―

329,100287,089

―

―

―

平均年齢 平均給与月額

（国ベース）

平均給料月額 平均給与月額

250,206263,172256,270

438,360

平均給与月額

―

323,346

甲　賀　市

平均給料月額

277,569

―

―

区　　分

区　　分 平 均年齢

31.9甲賀市

滋賀県

類似団体

43.3

―

甲賀市 35.8 267,927 291,323

323,550

平均給与月額

大　学　卒

―

(幼稚園）教育職

国 39.6

滋賀県 ― ―

類似団体 43.2 314,300 336,792

172,200

125,400

― ―

4



３　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成21年４月１日現在）

（注）１　甲賀市職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　 　人事評価システムが試行段階であるため、勤務成績への反映は実施していません。導入までの間は、従来の普通昇給の

昇給基準に基づき昇給を実施しています。

係長級の職務

６　　級
41

　　　　　　　　％

(1)　次長級の職務
(2)　部長級の職務

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

区　　分

７　　級

　　　　　　　　人

課長級の職務

課長補佐級の職務

３　　級 主査級の職務
　　　　　　　　人

４　　級
　　　　　　　　％

92
２　　級

1.9

標準的な職務内容 職員数

１　　級 主事級の職務

構成比

12.1

　　　　　　　　％

10

7.8

　　　　　　　　人

５　　級

　　　　　　　　人

64

経験を必要とする主事級の職務
主任級の職務

　　　　　　　　人

92 17.4

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

199 37.7

17.4

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

30 5.7

１級
1.8%

１級
1.9%

２級
17.9%

２級
17.4%

３級
34.3%

３級
37.7%

４級
19.4%

４級
17.4%

５級
11.4%

５級
12.1%

６級
8.8%

６級
7.8%

７級
6.4%

７級
5.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年の構成比 １年前の構成比
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４　職員の手当の状況

(１) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２0年度支給割合） （２０年度支給割合） （２０年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　  勤勉手当

一般職員 月分 月分 一般職員 月分 月分 一般職員 月分 月分

特定幹部職員 月分 月分

再任用職員 月分 月分 再任用職員 月分 月分 再任用職員 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

職務段階別加算　5～15% 管理職加算 15%・25% 役職加算　5～20%

職務段階別加算 5～20% 管理職加算　10～25%

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映方法（一般行政職）

　勤勉手当では、一定の事由により上の表の月数とは異なる月数が適用される場合があります。

一般職員 ６月期

１２月期

特定幹部職員 ６月期

１２月期

（注）国家公務員の場合と異なる基準により実施しています。

(２) 退職手当（平成21年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職時特別昇給　　　　　　なし

１人当たり平均支給額　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額です。

(３) 地域手当

（平成21年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                 

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしています。       

文書注意

0.61

0.61

0.81

訓告

0.81

0.66

0.66

0.86

0.86

0.56

0.56

0.71

0.71

0.31

0.31

0.46

0.46

0.51

0.51

0.36

0.360.75

0.95

0.95

→

→

→

→

0.75

通常 停職処分 減給処分 戒告処分

0.75

3.00

1.60

3.00

2.60

1.60

3.00

1.60

1.50

0.75

支給率

0

0

1.90

0.75

1.50

1,620 1,917

１人当たり平均支給額（平成20年度）

甲　　　　　　　　　　賀　　　　　　　　　　　市

30.55

支給対象地域

59.28

支給対象職員数

定年前早期退職特例措置　　２～２０％加算 定年前早期退職特例措置　　２～２０％加算

41.34

23.50

20,324

甲　　　　　賀　　　　　市

支給対象地域 支給率

0

国の制度（支給率）

国

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

支給実績（20年度決算）

国の制度（支給率）

0

国

1.50

―１人当たり平均支給額（20年度）

滋　　　　　　賀　　　　　県

41.34

23.50 30.55

33.50 33.50

47.50 59.28

59.28 59.28 59.28

47.50

59.28
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 (4) 特殊勤務手当（平成21年４月１日現在）

千円

　円

　％

支給実績（平成20年度決算） 8,222

細菌、血液疾患などによる
感染危険を伴う業務

病院等で勤務する看護職員、検査技
師及び介護職員

病院等に勤務する職員で放射線技術
者

病院等に勤務する職員等
（事務処理等は除く）

年末年始に勤務した場合

放射線取扱手当 月額　６，０００円限度

危険作業手当 月額　１０，０００円限度

医療従事業務手当 病院等に勤務する医師
救急患者受け入れ、入院患
者の症状急変などのために
出勤し勤務に従事したとき

月額　２００，０００円限度

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） 4.8

手当の種類（手当数） 15

１回　２，０００円

医術研究

レントゲンなどの操作業務

月額　１００，０００円限度

１件　１万５，０００円

正規の勤務時間による勤務
の一部又は全部が深夜に
おいて行われる看護、介護
等の業務

時間により　７，０００円以下

患者の死亡後の処置

出張診療等従事手当 病院等に勤務する医師

死後処理手当 病院等に勤務する看護職員等

待機手当

15,632

左記職員に対する支給単価

夜間看護等手当

呼び出し手当 病院等に勤務する職員等

手術手当

病院で勤務する職員又は水道事業等
に従事する職員

病院等に勤務する看護職員及び介護
職員

年末年始勤務手当

往診・訪問診察を行ったと
き

行旅病死亡人取扱手当

各支所、農林、道路管理、環境及び下
水道等担当職員

救急患者の受け入れ手術、
入院患者の病状急変のた
め呼び出しを受け業務に従
事した場合

防疫作業従事手当 農林、環境及び保健関係担当職員

研究手当

往診訪問診察手当 病院等に勤務する医師

病院等に勤務する医師

特殊な現場作業に従事する
職員の勤務手当

行旅病人及び同死亡人の
処置作業

感染症が発生し、又は発生
するおそれがある場合にお
いて感染症患者若しくは感
染症の疑いのある患者の救
護若しくは感染症の付着し
た物件の処理作業に従事し
たとき、又は感染症菌を有
する家畜若しくは感染症菌
を有する疑いのある家畜に
対する防疫作業及び患者
に接する業務

１回　　５００円

１日　５００円

１回　　１，０００円

塵埃処理作業、塩素ガス取
扱作業、下水道処理施設
での作業、高所作業、犬猫
等死体処理等の特殊な現
場作業

月額　１００，０００円限度

病院等に勤務する医師

各支所及び福祉担当職員

１件　１，０００円

へき地診療や巡回診療等
出張診療に従事したとき

手術を行ったとき

１回　２，３００円以下

１回　５，０００円限度

１回　１，１００円

自宅待機を命じられた場合
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 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

(6) その他の手当（平成21年４月１日現在）

円

円

円

異なる内容

国の制度

（平成20年度決算）手　当　名 内容及び支給単価

職員１人当た り平均支給年額 （平成 20 年度決算 ）

扶養手当

扶養親族のある職員に支給する。
[支給額]
配偶者　　      13,000円
配偶者以外      6,500円
配偶者のない職員の扶養親族
　　１人目　　　11，000円
満16歳の年度当初から満22歳の年
度
終了までにある子がある場合
　　１人につき5,000円加算

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ）

支給実績 支給職員１人当たり国の制度と

同じ － 90,471

職員 １人当た り平均支給年額 （平成 19 年度決算 ） 335

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

平均支給年額

204,397

190,128

298

（平成20年度決算）

との異同

住居手当

円

千円 229,040

28,441 千円

（交通用具使用者）
自動車等の通勤者に距離に応じて
支給
         2,000円～24,500円

管理職手当

管理または監督の地位にある職員
にその職の特殊性に基づき支給す
る。
[支給額]
給料表、職階別の定額
　　45,100円～117,100円

支給単価 千円

（持家居住者）
　　月額　　　2,500円

644,532

千円 69,238

14,985

（２）診療所における医師
　　　1回　20,000円

（３）診療所における看護師、
医療技術者
　　 1回 　6,200円

96,554

初任給調整手当

採用による欠員の補充が困難であ
ると認められる職員に支給する。
[支給額]

医療職給料表(1)の適用を受ける医
師
　月額410900円を上限に、採用の
日からの経過期間に応じて逓減し
た額を支給

夜間勤務手当 千円

正規の勤務時間として午後10時か
ら翌日の午前5時までの間に勤務す
ることを命ぜられた職員に支給す
る。
［支給額］
勤務1時間につき、勤務1時間当た
りの給与額の100分の25を乗じて得
た額

同じ － 1,835

月額 12,000円を超える家賃を支
払っている職員または自宅に居住
している世帯主である職員に対し
て支給する。
[支給額]

（貸家・貸間居住者）
家賃額に応じて支給
　　最高限度月額　　27,000円

同じ － 177,758 円

－ 4,565 千円 2,282,000

－ 55,737

同じ

通勤手当

通勤のため交通機関等を利用して
その運賃を負担し、または自動車
等を使用する職員もしくはこれら
両方に該当する職員に支給する。
[支給額]

（交通機関等利用者）
運賃相当額を支給（原則６ヵ月の
定期券を基礎とする額により支
給）
　　最高限度額　　　55,000円

同じ

異なる

円

宿日直手当

宿日直勤務を命じられ勤務した職
員に支給する。
[支給額]

（１）本庁、各支所及び診療所に
おいて、本来の勤務に従事しない
で行う外部との連絡、文書の収受
及び庁内の監視等を目的とする宿
日直
　１回　4,600円
　　（5時間未満は2,300円）

7,702支給単価異なる 千円 円

121,817
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５　特別職の報酬等の状況（平成21年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

議 員

退
職
手
当

期
末
手
当

571,000

305,000

　（支給時期）

任期毎（４年）に支給する。

551,000

822,000

給
料

市 長

副 市 長

報
酬

議 長 440,000

690,000 (750,000)

給 料 月 額 等区 分

250,000

議 員 345,000 475,000 240,000

副 議 長 383,000

　　（平成20年度支給割合）

副 議 長 3.35

507,000

　　（平成20年度支給割合）

議 長

市 長

副 市 長

　　（算定方式）

市 長 給料月額×４３／１００×勤続月数

副 市 長 給料月額×２６／１００×勤続月数

3.35

（参考）類似団体における最高／最低額

810,000 (900,000) 1,030,000 679,000
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６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成20年 平成21年

一
般
行
政
部
門

議会 6 6

税務 39 39

衛生 61 53

0

総務企画 146 146 0

0

民生 245 242 -3 業務分担の見直し

-8 業務分担の見直し

労働 7 7 0

業務分担の見直し

商工 17 13 -4 業務分担の見直し

農林水産 36 32 -4

事業縮小・業務分担の見直し

小　計 617 589 -28

土木 60 51 -9

特
別
行
政
部

教育 197 193

小　計 197 193

-4 業務の見直し

消防 0

-4

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

病院 80 76 -4 病院事業の縮小

水道 29 24 -5 業務の合理化

下水道 28 27 -1 業務の減少

介護保険業務の増加

小　計 170 165 -5

その他 33 38 5

合　　計
984 947 △ 37

[   1,100         ］ [   1,010         ］ [ △　90     ］職員定数条例の改正　Ｈ２１．４．１
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成21年４月１日現在）

　

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

人 人 人 ％

(参考)甲賀市集中改革プランにおける定員管理の数値目標(数・率)

区　分

20歳 20歳 24歳 48歳 52歳 56歳28歳 32歳 36歳 40歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

44歳

～ ～

60歳

43歳 47歳 51歳

～

59歳 以上

計

人 人 人

55歳未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 35 60 96 148 131 85 96

平成17年4月1日 平成22年 4月 1日 101名の削減

946

計画期間

98 119 78 0
職員数

純減数 純減率

数値目標

①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

1,048 947 101 9.6

終　期始　期

平成17年4月1日職員数 平成22年4月1日職員数

構成比

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18

2
0

2
0
〜

2
3

2
4
〜

2
7

2
8
〜

3
1

3
2
〜

3
5

3
6
〜

3
9

4
0
〜

4
3

4
4
〜

4
7

4
8
〜

5
1

5
2
〜

5
5

5
6
〜

5
9

6
0

構成比

%
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②　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、18年～22年の5年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

（参考） （各年４月１日現在）

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

17　　　年 18　　　年 19　　　年 20　　　年 （参考）

計画前年 １　年　目 2　年　目 3　年　目 　　計 数値目標

一般行政

減 員

増 員 7

差 引 7

24 13

-24 -13 (93.5%) -62

職員数 647 654 630 617 585

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

17　　　年 18　　　年 19　　　年 20　　　年 （参考）

計画前年 １　年　目 2　年　目 3　年　目

特別行政

減 員 8

差 引 -8

　　計 数値目標

9

4　年　目

4

(53.6%)

増 員 6

-4 -28

職員数 208 200 206 197 180

6 -9

公営企業
等  会  計

減 員 5

増 員

差 引 -5

12 6

-12 -6 (254.5%) -11

職員数 193 188 176 170 182

計

減 員 13 12 15

増 員 0 6

9

-39

職員数 401 388 382 367 362

差 引 -15 (110.3%)-13 -6 -9

21　　　年

193

5

-5

358

21　　　年

4　年　目

28

-28

589

165
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

（参考）

　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成20年4月1日現在の人数です。

イ　特記事項　　
　　　職員給与の削減は１（３）③に同じく実施しています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　基本給は、給料と扶養手当の合計額です。  

　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

　　　３　団体平均とは、事業区分ごとの市町村の平均値です。

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２０年度支給割合） （平成２０年度支給割合）

　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
　職務段階別加算　5～15% 　職務段階別加算　5～15%
（注）団体全体とは、事業区分ごとの市町村の平均値です。

イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額 （団体平均） 千円

（注）　１　団体平均とは、事業区分ごとの市町村の平均値です。
　　　　２　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

千円

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

総費用
純損益又は
実質収支

千円

（参考）市町村平均

　　計　Ｂ 一人当たり給与費

千円 千円

一人当たり給与費給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料

千円

Ｂ／Ａ

175,60327 106,766 24,711

5.4 4.82,524,522 120,758

平成19年度の総費用に
占める職員給与費比率

％

135,994

％

Ｂ

職員数
区　分

Ａ

区　分

Ａ

職員手当

20年度 千円

１人当たり平均支給額（平成20年度）

1,641

3.0

　　　　　　区　　分

一般行政職の制度又は団体平均

30.55

甲 賀 市 41.7

45.6 370,362 564,094団 体 平 均

１人当たり平均支給額（平成20年度　団体平均）

334,617

平　均　年　齢

20年度 人 千円 千円

59.28 59.28

定年前早期退職特例措置　２～２０％加

13,966

41.3433.50 41.34

47.50

33.50

甲　　　　　　　　　　　賀　　　　　　　　　　　市 一般行政職の制度又は団体平均

59.28 47.50 59.28

59.28

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

59.28

15,530

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

期末・勤勉手当

基本給 平均月収額

534,702

千円

44,126 6,504 6,781

甲 賀 市

定年前早期退職特例措置　２～２０％加

1,768

23.50 30.55

1.5 3.0 1.5

23.50
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ウ　地域手当（平成２１年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。                       

エ　特殊勤務手当（平成２1年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 12,492

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 595

職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算） 588

92.6

0

支給対象地域

主な支給対象業務

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ） 12,355

水道待機手当

支給実績（平成20年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

上水道業務課、上水道工務課職員 土日待機

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

一般行政職の制度（支給率）

0

支給率 支給対象職員数

支給対象地域

左記職員に対する支給単価

一般行政職の制度（支給率）

561

22,448

0

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 0

支給率

日額2,300円

支給実績（20年度決算）
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カ　その他の手当（平成２1年４月１日現在）

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

イ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
     →6(3)②の参考を参照

千円 431,778 円

通勤手当 同じ －

11,658
通勤のため交通機関等を利用して
その運賃を負担し、または自動車
等を使用する職員もしくはこれら
両方に該当する職員に支給する。
[支給額]

（交通機関等利用者）
運賃相当額を支給（原則６ヵ月の
定期券を基礎とする額により支
給）
　　最高限度額　　　55,000円
（交通用具使用者）
自動車等の通勤者に距離に応じて
支給
         2,000円～24,500円

同じ －

月額 12,000円を超える家賃を支
払っている職員または自宅に居住
している世帯主である職員に対し
て支給する。
[支給額]

（貸家・貸間居住者）
家賃額に応じて支給
　　最高限度月額　　27,000円

（持家居住者）
　　月額　　　2,500円

（平成20年度決算）

0.0

平成17年4月1日

26 26 0

平成22年4月1日 純減数 純減率

一般行政職
の制度との
異同

支給職員１人当たり
平均支給年額

一般行政
職の制度
と異なる
内容

扶養手当

扶養親族のある職員に支給する。
[支給額]
配偶者　　      13,000円
配偶者以外      6,500円
配偶者のない職員の扶養親族
　　１人目　　　11，000円
満16歳の年度当初から満22歳の年
度
終了までにある子がある場合
　　１人につき5,000円加算

同じ －

支給実績
（平成20年度決算）手　当　名

管理職手当

管理または監督の地位にある職員
にその職の特殊性に基づき支給す
る。
[支給額]
給料表、職階別の定額
　　45,100円～117,100円

内容及び支給単価

住居手当

異なる 支給単価

数値目標
始　期 終　期

職員数 職員数

平成17年4月1日 平成22年 4月 1日 削減無

計画期間
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　(２)　病院事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

（参考）

　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成20年4月1日現在の人数です。

イ　特記事項　　
　　　職員給与の削減は医師を除く職員で１(３)③に同じく実施しています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　基本給は、給料と扶養手当の合計額です。  

　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

　　　３　団体平均とは、事業区分ごとの市町村の平均値です。

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）

　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

職務段階別加算　5～15% 職務段階別加算　5～15%

（注）団体全体とは、事業区分ごとの市町村の平均値です。

イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額 千円

（注）　１　団体平均とは、事業区分ごとの市町村の平均値です。
　　　　２　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

定年前早期退職特例措置２～２０％加算 定年前早期退職特例措置２～２０％加算

8,406 6,348

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

甲　　　　　　　　　　　賀　　　　　　　　　　　市 一般行政職の制度又は団体平均

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

1,473 1,538

3.0 1.5 3.0 1.5

甲 賀 市 一般行政職の制度又は団体平均

１人当たり平均支給額（平成20年度） １人当たり平均支給額（平成20年度　団体平均）

団 体 平 均 40.2 330,721 573,607

甲 賀 市 38.6 329,868 561,542

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

69,781 315,912 6,318 6,92950 184,094 62,037

千円 千円 千円 千円20年度 人 千円 千円

（参考）市町村平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当　　計　Ｂ Ｂ／Ａ 一人当たり給与費
区　分

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり給与費

△ 50,324 446,867

千円 千円20年度 千円

877,023

平成19年度の総費用に
占める職員給与費比率

％ ％

51.0 50.4

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

区　分
総費用

純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率
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ウ　地域手当（平成２１年４月１日現在）
千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。                    

エ　特殊勤務手当（平成２1年４月１日現在）
千円
　円
　％

オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 1,252

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 25

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ） 2,149

職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算） 29

年末年始勤務手当 病院等に勤務する職員等 年末年始に勤務した場合 １日　５，０００円 半日２，５００円

死後処理手当 病院等に勤務する看護職員等
患者の死亡後の処置に従
事

１件　１，０００円

出張診療等従事手当 病院等に勤務する医師
へき地診療や巡回診療等
出張診療に従事

１施設月額　５０，０００円限度

医療従事業務手当 病院等に勤務する医師
救急患者受け入れ、入院患者の症
状急変などのために出勤し勤務に従
事

月額　１５０，０００円限度

危険作業手当
病院等で勤務する看護職員・検査技
師

細菌、血液疾患などによる
感染危険を伴う業務に従事

日額　２９０円

放射線取扱手当
病院等に勤務する職員で放射線技術
者

レントゲンなどの操作業務
に従事

日額　３００円

夜間看護手当 病院等に勤務する看護職員
正規の勤務時間による勤務の一部
又は全部が深夜において行われる
看護などの業務に従事

１回７，０００円

研究手当 病院等に勤務する医師 医術研究 月額　１００，０００円限度

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） 80.0

手当の種類（手当数） 8

支給実績（平成20年度決算） 20,271
支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 405,420

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

0 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（20年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 0
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カ　その他の手当（平成2１年４月１日現在）

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

イ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要
     →6(3)②の参考を参照

平成17年4月1日 平成22年 4月 1日 9.７％の削減

△ 11 △ 9.7

計画期間

数値目標
始　期 終　期

職員数 職員数

113 102

平成17年4月1日 平成22年4月1日 純減数 純減率

－

（持家居住者）
　　月額　　　2,500円

通勤のため交通機関等を利用して
その運賃を負担し、または自動車
等を使用する職員もしくはこれら
両方に該当する職員に支給する。
[支給額]

通勤手当 同じ －

（交通機関等利用者）
運賃相当額を支給（原則６ヵ月の
定期券を基礎とする額により支
給）
　　最高限度額　　　55,000円

（交通用具使用者）
自動車等の通勤者に距離に応じて
支給
         2,000円～24,500円

月額 12,000円を超える家賃を支
払っている職員または自宅に居住
している世帯主である職員に対し
て支給する。
[支給額]

（貸家・貸間居住者）
家賃額に応じて支給
　　最高限度月額　　27,000円

住居手当 同じ

（平成20年度決算）

扶養手当

扶養親族のある職員に支給する。
[支給額]
配偶者　　      13,000円
配偶者以外      6,500円
配偶者のない職員の扶養親族
　　１人目　　　11，000円
満16歳の年度当初から満22歳の年
度
終了までにある子がある場合

同じ －

26,537

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （平成20年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との
異同

一般行政
職の制度
と異なる
内容

支給実績

管理職手当

管理または監督の地位にある職員
にその職の特殊性に基づき支給す
る。
[支給額]
給料表、職階別の定額
　　45,100円～117,100円

異なる 支給単価

－医療職給料表(1)の適用を受ける医
師
　月額410900円を上限に、採用の
日からの経過期間に応じて逓減し
た額を支給

宿日直手当

宿日直勤務を命じられ勤務した職
員に支給する。
[支給額]

異なる 支給単価

（１）本庁、各支所及び診療所に
おいて、本来の勤務に従事しない
で行う外部との連絡、文書の収受
及び庁内の監視等を目的とする宿
日直
　１回　4,600円
　　（5時間未満は2,300円）

（２）診療所における医師
　　　1回　20,000円

（３）診療所における看護師、
医療技術者
　　 1回 　6,200円

千円 530,740 円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10時か
ら翌日の午前5時までの間に勤務す
ることを命ぜられた職員に支給す
る。
［支給額］
勤務1時間につき、勤務1時間当た
りの給与額の100分の25を乗じて得
た額

同じ －

初任給調整手当

採用による欠員の補充が困難であ
ると認められる職員に支給する。
[支給額]

同じ
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